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 一般国道39号武華トンネルでは，トンネルから湧出する地下水がアルカリ性を呈しているこ

とが検知され，工事中はもとより供用後も継続的にアルカリ性トンネル排水が排出されている．

これまでの対策としては，液化炭酸ガスを用いて中和処理しているのが現状であるが，設備費

や中和剤購入にコストを要する．そのため，自然の浄化作用を活用した合理的な中和処理対策

が必要とされている． 

ここでは，現地に施工されている自然中和施設である水路構造物を流下する過程の水質調査

を行い，大気中二酸化炭素の溶解過程をこの構造物を用いて検証することによって，自然の浄

化作用に基づく中和法についての設計手法を確立する．本手法は中和剤を一切不要とすること

から，コスト縮減のほか，環境負荷軽減にも寄与する．さらに，他の現場においても適用可能

な方法である． 
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1.  はじめに 

 武華トンネルでは，工事を開始した平成14年から現在

もなお継続してアルカリ性のトンネル排水が排出されて

おり，そのpH値は，10.5前後にも及ぶ． 

 本研究の目的は，アルカリ性トンネル排水の原因を究

明すること，多大なコストや維持管理費を要する機械や

動力を使用しない，自然の浄化作用を最大限に活用した

中和処理法を確立することである．このことでライフサ

イクルコストを抑えることができ，さらに環境負荷も低

い合理的な対策技術となりうる． 

 これまでの調査結果から得られた知見は，以下のとお

りである． 

 ・ボーリングコアを用いた溶出試験および水質調査か

ら，トンネル排水がアルカリ性を呈するのは，ト

ンネル周辺地山の頁岩，砂岩，礫岩に含まれる方

解石に起因する１）． 
・水質調査およびPHREEQE２）を用いた地球化学解析か

ら，トンネル排水を中和するには，周辺沢水との

希釈だけでなく，大気中二酸化炭素の溶解が必 
  要である１）． 
 ・室内ビーカー実験，室内および現地模型実験の結果

から，大気中の二酸化炭素の溶解によりpHを低減

するためには，気体と液体とが接触する面積を大

きくし，接触時間も長くとることが必要である．

さらに，液相側を撹拌させるとより効果がある３）． 
以上の知見と現地の地形などの状況から，大気中の二

酸化炭素を効率的に溶解させるためには，多段式トレイ

が有効であると判断された３）（図-1）． 
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    図－1 多段式トレイの概念図 

 
ここでは，現地模型実験で得られた大気中二酸化炭素

の溶解速度を評価し，それを踏まえ，現地に施工した中

和のための水路構造物において，実際の構造物通過後の

pH低下量を測定し，中和機能を検証した．また，溶解速

度と後述する二酸化炭素溶解抑制パラメーターを同定し，

他の現場でも活用できる設計手法について提案する．さ

らに，流末である沢水の生物調査を行い，トンネル排水

の河川生態系へ影響がないことを確認するとともに，本

水路構造物のコスト評価を実施した． 

 

2.  大気中二酸化炭素溶解の速度論的評価 

 大気から水中に溶解する二酸化炭素の濃度によるpHへ

の影響は，水中のH２CO３（水和したCO２）濃度の変化に

よって予測することが可能であることをStummとMorgan
４）が示している． 

 大気から水中へ二酸化炭素が溶解するとき，気相と液

相の境界に薄い境膜が形成され，この境膜が物質移動の

抵抗となる．水への溶解度の低い気体の場合，液境膜で

の拡散速度が律速となる．ここで，液境膜拡散による反
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応速度は，大気と平衡状態にあるH２CO３濃度をＣｓとお

き，水中のH２CO３濃度であるＣとの差の一次反応で表現

できる．すなわち， 

( )CCK
dt
dC

s −= ・・・(1) 

ここで，Ｋ：速度係数 

理論的には，Ｋは以下の式で表現される． 

V
AD

K CO

δ
2= ・・・(2) 

ここで， 

DCO２：液境膜拡散係数 
δ：液境膜厚さ 
Ａ：気液接触面積 
Ｖ：水の体積 
式(1)をｔ＝０のときＣ＝Ｃ０，ｔ＝ｔのときＣ＝Ｃとし

て解くと， 

( ) Kt
sS eCCCC −−−= 0 ・・・(3) 

この式は，時間の経過にともなうH２CO３濃度の変化を示

している． 

水質調査結果を踏まえ，地球化学解析コードである

PHREEQEを用いてH２CO３濃度を計算することで，大気中の

二酸化炭素濃度をパラメータとした平衡pHとH２CO３濃度

との関係を図-2のように求めることができる． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図- 2  H２CO３濃度とpHとの関係（凡例は月日で，そ

の日に採水したトンネル排水水質に基づき解析） 

 

さらに，pH値を媒介としてH２CO３濃度と気液接触時間

とを対応させ，pHと気液接触時間すなわち反応時間との

関係を得ることができる（図-3）．しかし，現地模型実

験の結果は，pHの最大低下量は，0.4となり，平衡pH 

8.4よりも高い値となった．これは，炭酸カルシウムな

どの沈殿物の生成によって二酸化炭素の溶解が抑制され

たためであると考えられた．そこで，H２CO３濃度の溶解

に，阻害要因が存在すると考え，そのパラメータをλと

おくと，式(1)は， 

( ) λ−−= CCK
dt
dC

s ・・・(4) 

となる．これを解くと， 
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



 −−
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




 −= 0

λλ
・・・(5) 

となる．ここで現地模型実験での実測値とλをパラメー

タとして解析した結果との比較を図-3 に示す．この図

から，λは10－９mol/L/sのオーダと評価された．すなわ

ち，λという二酸化炭素溶解抑制パラメータを用いるこ

とによって大気中の二酸化炭素の溶解によるpH低下現象

を評価することができた．また，ある時間以上に気液接

触をしても効率的にpHが低下しないこともわかる． 
 

 

 

 

 

 

 

 

 
 図-3 反応時間にともなうpH変化に関する実測値と解析結

果との比較 

 

 ここで現地の地形条件などを考慮し，限られた範囲内

で施工することを想定し，設計対象流量（処理流量）を

１ L/sとして水路構造物を設計した．その結果，全越流

幅が5 ｍ，越流幅1.2 ｍ，長さ1.6 ｍ，深さ22 mmの２層式

トレイで1列30段とした４列が妥当であると判断した． 

 

3.  中和水路構造物の施工 

 ２層式トレイを利用した中和水路構造物についての全

景写真を図-4 と図-5 に示す．現地の流下過程はトンネ

ル排水が明かりに出てから吐口までが非常に起伏に富ん

だ地形のため，水平距離も短く，狭隘な箇所への施工と

なった． 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
   図- 4 中和水路構造物（下方から撮影） 

ﾄﾝﾈﾙ坑口

7

8

9

10

11

12

0 1 2 3 4 5 6 7

H2CO3濃度（×10－5mol/L）

pH

3/2 5/25

8/8 9/23

Δh：越流後の落下高（cm）

8.5

9.0

9.5

10.0

10.5

0 1 2 3 4

時間(hr)

pH

Δh=15,λ=0

Δh=30,λ=0

Δh=15,λ=7.9E-9

Δh=30,λ=4.5E-9

Δh=15(実測値)

Δh=30(実測値)



Naotaka KAGA, Takuya AOKI, Kazuhiro TSUCHIDA 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
   図- 5 中和水路構造物（上方から撮影） 

 

4.  検証 

(1)検証方法 

 現地に施工した中和水路構造物に対して，トンネル排

水が施設内部および施設通過後のpH低下量と周辺沢水に

合流したときのpHを測定し，構造物の性能を調査した．

調査箇所を図-6 に示す．さらにウラニン染料を用いた

トレーサ試験を行うことで，構造物中の滞留時間を測定

した． 

 

(2)流出水のpH変化 

 水路構造物施工後の2008年４月から11月にかけて調査

したpHの結果は図-7のとおりである． 

この図から，施設を通過することでpHが，流量がほと

んどない７月期を除き，0.8から1.4の範囲で低下してお

り，そのうち５ヶ月間は1.0以上低下した． 

これは，現地模型実験で得られた結果よりも良好な値

となった． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  図-7 各調査地点におけるpH変化 

 

さらに，トンネル排水が周辺沢水と合流した直後であ

るMK-3地点でのpH値（図-8）が，施設施工前の平成18年

と19年では，環境基準であるpH8.5を越える月があった

が，施設施工後の平成20年ではすべての時期において，

環境基準値を下回った． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-8 MK-3におけるpH値変化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

流末の布袋沢 

図- 6 調査地点の概要図
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(3)水路構造物内pH変化 

 pHの経時変化を測定した結果は，図-9に示すとおりで

あり，図中の理論曲線とよく一致することがわかる．こ

こで，理論曲線は，現地水路構造物で使用しているトレ

イとほぼ同様の水深2 cmの矩形容器を用いた室内実験か

ら同定された，Ｋ=1.0×10―５およびλ=1.5×10―１０を用

いた． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図-9 中和水路構造物におけるpHの経時変化と理論曲線 

 
(4)水路構造物の滞留時間 

 水路構造物内を通過する排水の滞留時間を求めるため，

トレーサ試験を２回行った．その結果を図-10に示す．

ウラニン濃度は，トレイ下方の段に移るにつれ希釈され

るため，明確なピークが見いだせない．しかし，下から

24段目（上から７段目）についてはすべての試験で明確

なピークが認められた．この段数のときの流下にかかる

時間をトレーサ濃度のピーク値が出現する時間から求め，

７段分のトレイの容量とトンネル排水の流量から導かれ

る平均滞留時間とを比較すると，両方の値はほぼ一致し

た．このことから，本構造物における滞留時間は，約

1.6 hrとなり，図-9と比較してもpH低下に必要な十分な

時間を確保できる構造となっている． 

 また，今回の試験からトレイ内の水は，局所的に停滞

することなく均等に移動することもわかった． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

       図-10 トレーサ試験結果 

 

5. 設計方法 

 アルカリ性の地下水を自然の浄化作用を活用した中和

法の対策工の設計フローを図-11 に示す． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

        図-11 設計フロー 

 

6.  河川環境調査 

 構造物の設置による周辺河川環境への影響を把握する

ため，トンネル排水の流末である布袋沢について，付着

藻類と底生生物の調査を実施した． 

 

(1) 調査方法 

調査時期は，構造物の施工前後の同時期である平成19

年10月と平成20年10月とし，調査地点を図-5に示す．ま

た，地点MK-5 をMK-4 の約45 ｍ下流に設けた． 

 付着藻類については，河床の石を選択しその表面に

5cm×5cmコドラートをあて，ブラシで定量的に擦り取り

採取した．採取したサンプルは，顕微鏡下で種の同定を
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行い，細胞数をカウントした． 

 底生生物については，25cm×25cmコドラート付きサー

バーネットを用いて４回ずつ，底泥ごと採取した．採取

したサンプルは，ソーティングを行った後に顕微鏡下で

種の同定を行い，個体数のカウントと湿重量の測定を行

った． 

 

(2) 調査結果 

 付着藻類調査の結果は図-12に示すように，細胞数は

平成20年の方が全体的に少なく，種数については，施工

前後ともほぼ同程度であった．また，優占種については，

施工前後をとおして，中性種 ５ ） の Achnanthes 

minutissimaが優占的であった． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    図-12 付着藻類の調査結果(H19/H20) 

 

 底生生物調査の結果は図-13 に示すように，個体数に

ついては，施工後に増加傾向にあり，種数については，

施工前後をとおしてほぼ同程度であった． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    図-13 底生生物の調査結果(H19/H20) 

 調査地点は，山地上流の細流に位置しており，降雨に

よる出水などの影響を受けやすく，河床の撹乱が度々確

認されている．そういった状況から，付着藻類や底生生

物の生息数や種数および優占種において変動がみられる

が，それらの変動は地点全体にみられるもので，調査地

点においての限定的な変動ではなかった．しがって，こ

の沢水は構造物の施工前後に環境の変化はなく，従来の

環境が維持されていることが伺える． 

 

7.  コストの検討 

 武華トンネルで採用した多段式トレイ方式の水路構造

物と従来法である液化炭酸ガスによる中和処理方法との

コストを比較する．ここで液化炭酸ガス中和方式は，装

置を購入したケースを想定した（表-1）．また，比較対

照とした単価は供用した平成18年度とした．なお，それ

ぞれの金額は直接工事費である． 

表-1 中和方法のコスト比較 

項目 多段トレイ方式 液化炭酸ガス方式 

 

構造 

規格 

トレイ 

トラフ・桝 

原水槽・反応槽 

ｶﾞｽﾎﾞﾝﾍﾞ 

pH計・圧力計 

制御盤・ﾎﾞﾝﾌﾟetc. 

設備費 － 10,510千円 

剤料費 － 2,480千円/年間 

燃料費 － 2,630千円/年間 

点検費 300千円/年間 500千円/年間 

 

施工費

6,000千円(土工など) 

6,500千円(PCC) 

5,500千円(ﾄﾚｲ作製) 

1,000千円(上屋の基

礎、据付・撤去) 

計 18,000千円＋300千円

(点検費) 

11,510千円(設備投

資)＋5,610千円(中和

剤費用など) 

 

 この表からもわかるように，ほぼ１年目で同等，２年

目以降は液化炭酸ガス中和方式での中和剤費用が年間約

5,000千円必要となり，アルカリ性トンネル排水が継続

して排出されている限り，この費用は常に必要となって

くる．また，ここ武華トンネル周辺の地形状況が非常に

狭隘な箇所，すなわち排水の排出から流末までの水平距

離が約20ｍ，高低差約７ｍという範囲の中で処理しなけ

ればならないため多段式トレイ方式という方法を採用し，

さらにトレイを収納する外枠をプレキャストコンクリー

トによって作製したため，多額の費用を要したが，流末

までの水平距離が十分に確保できるような広域な箇所で

あれば，通常の道路側溝で処理が可能であるため特別な

費用は必要としない．したがって，本ケースは厳しい現

地状況下での対策となっている． 

8.  まとめ 

武華トンネルにおいて，大気中の二酸化炭素の溶解を
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促進させることでアルカリ性トンネル排水を中和する技

術，すなわち自然の浄化作用に基づく中和方法の設計手

法を構築した． 

また，この水路構造物が完成したことで周辺の河川環

境などへの影響にも変化がみられず，施工もできる限り

表面に露出しない施工を考慮することで，周辺の景観に

も配慮された構造物となった． 

コストについても，従来方法と比較し，ライフサイク

ルコストが軽減できるものとなった． 

 以上のことから，今後，他の現場で，このような事案

が生じた場合には，本設計手法に基づき活用することで

対策を講じることができる． 
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